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※合計は、事業者ごとの計（千円未満切捨て）を足しあげたものであるため、33 路線の単純合計と合致しない。 

※「１人当たり補助額」は対象路線毎の補助金総額を年間輸送人員で除したもの（円未満は四捨五入）。 

 

  

16 八 戸 元 町 東 ～ 八戸中心 街T 23,011.0 7,670.5 7,670.5 7,670.0 89,272 258 十和田観光電鉄㈱

17 岩 木 山 弘 前 BT ～ 岳 温 泉 前 21,262.0 3,660.5 3,660.5 13,941.0 88,963 239 弘南バス㈱

18 浪 岡 弘 前 BT ～ 浪 岡 20,887.6 3,335.3 3,335.3 14,217.0 42,061 497 弘南バス㈱

19 三 八 ラ ピ ア BT ～ 三 戸 ( 営 ) 19,253.8 9,626.9 9,626.9 0.0 144,769 133 岩手県北自動車㈱

20 板 柳 板 柳 ( 案 ) ～ 弘 前 BT 18,233.2 2,397.1 2,397.1 13,439.0 87,680 208 弘南バス㈱

21 田 子 三 戸 ST ～ 田 子 17,250.6 7,073.3 7,073.3 3,104.0 41,965 411 岩手県北自動車㈱

22 階 上 循 環 八 戸 営 業 所 ～ 中心街( 八日街)/ 十一 日町 16,942.0 6,031.5 6,031.5 4,879.0 48,956 346 岩手県北自動車㈱

23 三 八 ラ ピ ア BT ～ 三 戸 ( 営 ) 16,107.4 8,053.7 8,053.7 0.0 108,731 148 岩手県北自動車㈱

24 市 ノ 沢 ラ ピ ア BT ～ 大 洋 公 園 前 15,288.0 4,030.0 4,030.0 7,228.0 93,794 163 岩手県北自動車㈱

25 十 和 田 元 町 東 ～ 渓 流 館 前 13,713.0 1,452.5 1,452.5 10,808.0 30,554 449 十和田観光電鉄㈱

26 バ ーデ ハ ウス ラ ピ ア BT ～ バーデハウス 12,996.6 5,403.3 5,403.3 2,190.0 75,733 172 岩手県北自動車㈱

27 十 和 田 市 五 戸 ST ～ 東 十 一 番 町 10,981.6 1,850.3 1,850.3 7,281.0 20,728 530 岩手県北自動車㈱

28 階 上 中 学 校 ラ ピ ア BT ～ 階 上 中 学 校 10,924.8 5,462.4 5,462.4 0.0 134,252 81 岩手県北自動車㈱

29
十 和 田

三 沢
十 和 田 市 中 央 ～ 市役所・公会堂前 9,792.0 2,408.0 2,408.0 4,976.0 51,822 189 十和田観光電鉄㈱

30 階 上 庁 舎 ラ ピ ア BT ～ 階 上 庁 舎 前 9,460.4 2,677.7 2,677.7 4,105.0 99,420 95 岩手県北自動車㈱

31
十 和 田

三 沢
十 和 田 市 中 央 ～ 三 沢 高 校 前 7,489.0 2,612.5 2,612.5 2,264.0 53,298 141 十和田観光電鉄㈱

32 岩 木 庁 舎 弘 前 BT ～ 岩 木 庁 舎 前 5,474.6 443.8 443.8 4,587.0 55,712 98 弘南バス㈱

33 む つ 大 畑 ST ～ む つ BT 3,784.0 1,645.5 1,645.5 493.0 64,687 58 下北交通㈱

789,894 168,583 168,583 452,728 2,644,310
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３ 地域間幹線系統確保維持費の補助路線数及び補助金額の推移 

（単位：千円） 

 路線数 補助金計 
 

国 県 
 

市町村 
 

対前年 対前年 対前年 

平成25年度 48 421,838 112% 151,487 145,707 114% 124,644 108% 

平成26年度 47 394,910 94% 147,485 141,945 97% 105,480 85% 

平成27年度 45 511,936 129% 201,019 189,420 133% 121,497 115% 

平成28年度 47 622,681 122% 228,263 216,977 115% 177,441 146% 

平成29年度 46 554,476 89% 199,627 191,180 88% 163,669 92% 

平成30年度 45 560,142 101% 200,281 191,718 100% 168,143 102% 

令和元年度 41 580,288 104% 197,854 191,140 100% 191,294 114% 

令和２年度 40 647,913 112% 304,830 196,540 103% 146,543 77% 

令和３年度 37 696,662 108% 315,100 197,760 101% 183,802 125% 

令和４年度 36 743,821 107% 217,497 162,335 82% 363,989 198% 

令和５年度 36 769,691 103% 181,127 165,551 102% 423,013 116% 

令和６年度 36 768,946 100% 183,116 172,726  104% 413,104 98％ 

令和７年度 33 789,894 102% 168,583 168,583  97% 452,728 109％ 

 

４ 今後の県の取組 

県では、国や市町村と協調して、広域的・幹線的バス路線に対する補助を行い、公共交通の維

持・確保に努めてきたところですが、今後も進行すると見込まれる人口減少等の影響に加え、近年

の物価高騰や運転手不足等の影響により、地域交通を取り巻く環境は厳しさを増しており、これら

の補助のみで公共交通ネットワークを維持することは困難になるものと考えられます。 

このため、県では、この地域間幹線系統確保維持費補助金を交付するとともに、引き続き、広域

バス路線の基礎調査等を踏まえた路線再編等の利便増進の検討やＩＣカードの乗降データに基づく

効率的な運行への見直し等を促進していきます。 

また、今年度は、交通分野に加えて、地域づくりや高齢福祉等の有識者で構成する検討会を設置

し、中長期的な視点で、地域公共交通のあるべき姿、県の取組の方向性、関係者の役割等について

多角的に議論し、来年度策定する次期地域公共交通計画に反映させ、取組を進めていくこととして

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 






